様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 2023年12月1日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） あじのもとかぶしきかいしゃ
　　一般事業主の氏名又は名称 味の素株式会社               
（ふりがな） ふじえたろう                
（法人の場合）代表者の氏名  藤江　太郎　 印   
住所　〒104-8315
東京都中央区京橋一丁目15番1号
法人番号　8010001034740　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期ASV経営（経営方針）
2 味の素グループのデジタル変革－アミノサイエンス®で人・社会・地球のWell-being に貢献する企業へ－

	公表日
	1 2023年3月1日
2 2023年11月20日改訂

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページにて公開
1 https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/strategy/managementplan.html
2030年　味の素グループのありたい姿
中期ASV経営へのマネジメント変革
2 https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/dx/pdf/ajinomoto_dx_2023.pdf
（P.2）
1.1. 「アミノサイエンス®で人・社会・地球の Well-being に貢献する企業」へ -パーパス（志）経営への転換を「スピードアップ×スケールアップ」で加速-

	記載内容抜粋
	【味の素グループの経営方針】（①）
2030年　味の素グループのありたい姿
　味の素グループの志（パーパス）を、従来の「アミノ酸のはたらきで食と健康の課題解決」のその先を見つめ、「アミノサイエンス®で、人・社会・地球のWell-beingに貢献する」へと進化させました。強みであるアミノサイエンス®を活かし、食と健康の課題解決だけではなく、その先にあるWell-beingへも貢献したいという思いをこの新しい志（パーパス）に込めています。
中期ASV経営へのマネジメント変革
　この2030年にありたい姿を目指し、中期ASV経営においては、マネジメントの変革を実行します。これまでの精緻に数字を積み上げる中期計画策定を廃止し、長期のありたい姿を定め、経営のリーダーシップで挑戦的な「ASV指標」を掲げ、バックキャストする経営へ進化させていきます。「ASV指標」とは、味の素グループが事業を通じて得た財務パフォーマンスを示す経済価値指標と、提供・共創したい価値に基づく社会価値指標、それらを支える無形資産強化指標から成ります。新たな価値や事業モデル変革（BMX）を追求し、ASV指標への挑戦をし続ける中期ASV経営を推進しながら、企業価値向上を目指します。
【味の素グループの情報処理技術活用の方向性】（②P.2）
1.1 「アミノサイエンス®で人・社会・地球の Well-being に貢献する企業」へ
-パーパス（志）経営への転換を「スピードアップ×スケールアップ」で加速-
新しい執行体制の下、ASV 経営の進化、「志×熱×磨」の追求、そして経営のS×S を経営方針として明確にしました。その方針に基づいて当社グループでは、オペレーション変革、エコシステム変革、事業モデル変革、イノベーション創出、技術資産強化、ブランド価値向上、人的資産強化等多くの変革に取り組んでいます。それらの取り組みに使えるデジタル技術はフルに活用してスピードアップとスケールアップを図ってきています。
広義のデジタル・トランスフォーメーション（DX）とは社会のデジタル変容を意味するものと捉えておりますが、当社グループでは「アミノサイエンス®で人・社会・地球の Well-being に貢献する」をパーパス（志）として、社会価値と経済価値を両立させる ASV 経営を進化させ、「志×熱×磨」を追求し、「スピードアップ×スケールアップ」を図る手段として DX を推進しています。そして当社グループが真の意味で「アミノサイエンス®で人・社会・地球の Well-being に貢献する企業」に変革することを DX の目的としています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期ASV経営（経営方針）
2 味の素グループのデジタル変革－アミノサイエンス®で人・社会・地球のWell-being に貢献する企業へ－
3 味の素グループのDX

	公表日
	1 2023年3月1日
2 2023年11月20日改訂
3 2023年11月20日改訂

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページにて公開
1 https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/strategy/managementplan.html
成長戦略
構造改革から成長へのシフト
4つの無形資産
2 https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/dx/pdf/ajinomoto_dx_2023.pdf
（P.4）　
1.4　味の素グループにおけるDX推進の4ステージ
③https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/dx/
企業経営ならびにデジタル技術活用の戦略
2. 主なデジタル技術の活用
（1）マーケティング
顧客視点でのパーソナライズドマーケティング
（2）R&D
スペシャリティとイノベーションの方程式
（3）SCM
スマートSCM
（4）スマートファクトリー
スマートファクトリー

	記載内容抜粋
	【味の素グループの経営戦略】（①）
成長戦略
アミノサイエンス®の強みを活かし、市場の成長性が高く、社会価値の高い領域に絞ることを基本方針とし、4つの成長領域（「ヘルスケア」「フード＆ウェルネス」「ICT」「グリーン」）で飛躍的成長を目指します。
構造改革から成長へのシフト
2020-2022中期経営計画では、今後の持続的な成長を実現するため、徹底的な構造改革に取組み、着実なオーガニック成長の実現や重点事業への集中、アセットライトを推進しました。2030年に向けては、重点事業の進化と成長をドライブする事業モデル変革（BMX）により、提供価値起点の４つの成長領域での成長へとシフトすることで、高収益かつユニークで強固な構造を目指します。
4つの無形資産
サステナビリティを経営の根幹に据え、人財・技術・顧客・組織の４つの無形資産の価値を高めることで、事業を通じたイノベーションを創出し、ASVを実現してまいります。

【味の素グループDX推進戦略上の重要なフレーム】
（②P.4）
1.4　味の素グループにおけるDX推進の4ステージ
海外を含めた当社の様々なグループ、企業、事業が足並を揃えて、共通のゴール、ステップでDXを推し進めるために、DX(n.0)モデルを採用。「DX1.0：全社オペレーション変革」「DX2.0：エコシステム変革」「DX3.0：事業モデル変革」「DX4.0：社会変革」というレイヤー別のステージを設定し、それぞれのレイヤーを連動させながら企業文化を進化させ、食と健康の分野において社会変革をリードする存在になるべく、顧客起点/ 全体最適/ 全員参加でDXを推進しています。
DX1.0 全社オペレーション変革
味の素グループでは、変革の基盤となるマネジメントシステムとして、オペレーショナルエクセレンス（OE）を導入しています。顧客価値の創出、従業員一人ひとりのスキル・働きがいおよび組織としてパフォーマンスの向上を目指しています。
DX2.0 エコシステム変革
外部のパートナーと適切に連携しながら、持続的に顧客への提供価値を高められるような価値共創システム（エコシステム）変革を志向しています。
DX3.0 事業モデル変革
これまでに蓄積した食と健康に関する多様かつ先進的な技術にデジタルの力を加えることで、顧客ニーズを充足する、新事業モデルの確立を目指します。
DX4.0 社会変革
経済価値と社会価値の両輪から業界全体の底上げをし、生活者、関連業界へASVのデモンストレーション（実践）を目指します。
【味の素グループの情報技術の具体的な活用】（③）
企業経営ならびにデジタル技術活用の戦略
2. 主なデジタル技術の活用
（1）マーケティング
顧客起点でのパーソナライズドマーケティング
食と健康に関する顧客の多面的な情報を多くのタッチポイントで入手し、データを集積してDMPを構築します。商品、サービス、開発データを統合運用し、新しい顧客価値・顧客体験（CX）を顧客に提供します。
（2）R&D
スペシャリティとイノベーションの方程式
BIGデータを蓄積（開発 DMP）、AIを応用する事によってスペシャリティ開発、イノベーション商品、サービスの開発が事業枠を超えて実現できます。
（3）SCM
スマート SCM
スマート化するためには、様々な形式のデータを読み取り蓄積する DMP およびそこに適切なアルゴリズムを働かせて合理的な判断をする AI の導入が必須です。このため、デジタルネイティブなエキスパートの支援を受ける事が必須です。また物流の整流化などリアルなオペレーションの改善には、先行他社のノウハウを導入する事も重要です。当社グループは、企業の壁を越えた食品を 共同配送するジョイントベンチャーの F-LINE（株）を設立しました。
（4）スマートファクトリー
スマートファクトリー 
当社グループのスマートファクトリー構築は、M4.0 プロジェクト（マニュファクチャリング 4.0：安定化→標準化→完全自動 化→SCM との結合）から始まりました。DXでは、この M4.0 をベースに、センサー、ロボットAI の導入により、これまでにない高いレベルの生産性が実現できるようになりました。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 味の素グループのデジタル変革－アミノサイエンス®で人・社会・地球のWell-being に貢献する企業へ－
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/dx/pdf/ajinomoto_dx_2023.pdf
（P.6）
2.2.	CDOとDX推進委員会の設置
（P.7）
2.4.	機能軸でDXを推し進めるDX推進小委員会の設置
（P.13）
2.8.	DXのゴールと重点KPI
（P.8）
2.5. 主要コンソーシアム・勉強会等一覧

	記載内容抜粋
	【DX推進体制】
（①P.6）
2.2.	CDOとDX推進委員会の設置
CDOをリーダーとしたDX推進委員会（経営会議の下部機構）を設置し、２つの事業本部とコーポレート本部の縦の実行ラインに対して、横軸を通す形でDXを推進しています。同時に、グローバルに展開する4地域本部とは、毎年の合同推進会議をダイレクトに行い、DX推進の最新情報、ベストプラクティスをグローバルに共有しています。2020年には更にDXを加速・強化するために、全社オペレーション変革タスクフォースと事業モデル変革タスクフォースを設置しました。
（①P.7）
2.4.	機能軸でDXを推し進めるDX推進小委員会の設置
　DX推進委員会は機能別の小委員会で構成されております。現在は、マーケティング、SCM、R&D、DX人財育成、スマートファクトリー、データマネジメントの６つの小委員会を設置しています。
（①P.13）
2.8.	DXのゴールと重点KPI 
　2020年度に「ビジネスDX人財」育成を開始しました。味の素（株）において2020-2022年度の3年間で100名体制を目指して初級・中級・上級の教育プログラムを開始、2020-2022年の3年間で従業員の約80%に相当する延べで2436名が認定を取得しました。併せて、外部からキャリア採用による補強も行っています。
（①P.8）
2.5. 主要コンソーシアム・勉強会等一覧
当社グループでは、他社との協業や外部サービス活用、コンソーシアムへの参画を積極的に行い、機能毎の DX 推進を強化しています。東京大学、京都大学、弘前大学など多くの外部組織と協業を実施中です



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 味の素グループのデジタル変革－アミノサイエンス®で人・社会・地球のWell-being に貢献する企業へ－
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/dx/pdf/ajinomoto_dx_2023.pdf 
（P.19）
3.2.2.経営のスマートネットワーク化事例
（P.11）
2.6. DX 推進のリスクと対策
②味の素グループのDX
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/dx/
企業経営ならびにデジタル技術活用の戦略
4. 最新技術活用を推進する条件整備例
（2）DXに関する投資計画

	記載内容抜粋
	【経営のスマートネットワーク化】
（①P.19）
3.2.2.	経営のスマートネットワーク化事例
　コーポレート関連では、取締役会/経営会議の運営改定、役員体系/一般人事体系の改定、コーポレートサービス機能のスピンアウト、研究所の再編、ITシステムの再構築、働き方改革が主なもので、それぞれが有機的に結合して、経営のスマートネットワーク化が可能になります。
ROIC経営では事業を重点化します。また新たなCX(顧客体験)を顧客（生活者）にお届けするべく、マーケティングとR&Dを融合。2023年4月には組織の垣根を超えて、アイデアを自由に出し合い、既存のアプローチでは出てこなかった発想から新たな商品を生み出すべく、事業部制に横軸を通す形で「マーケティングデザインセンター」を創設し、変革に取り組んでいます。
【情報処理技術の環境整備】
（①P.11）
2.6. DX 推進のリスクと対策
セキュリティーが担保された状態で個人の働く環境を自由に設定できるようなIT基盤を構築します。
（1）	オンプレミスのゼロ化を目指したクラウド化
（2）	開かれたネットワークでありながらセキュリティーが確保されたゼロトラストネットワーク
【DXに関する投資計画】（②）
企業経営ならびにデジタル技術活用の戦略
4. 最新技術活用を推進する条件整備例
（2）1
2021年3月23日に開催されたIR Dayにて代表執行役副社長（CDO）より中期経営計画におけるDXに関する投資を説明しました。公表内容は弊社取締役会の決定に基づいています。
2023-2025年　約200億円



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 味の素グループのデジタル変革－アミノサイエンス®で人・社会・地球のWell-being に貢献する企業へ－
2 　IR DAY（2021年3月23日開催）味の素グループの　　　DX-SCM推進に関する中期計画
3 IR DAY（2022年8月25日開催）事業モデル変革（BMX)による成長戦略

	公表日
	1 2023年11月20日改訂
2 2021年3月23日
3 2022年8月25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページにて公開
1 https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/aboutus/dx/pdf/ajinomoto_dx_2023.pdf
（P.13）
2.8. DX のゴールと重点 KPI 
2 https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/event/business_briefing/main/0114/teaserItems1/01/linkList/02/link/Digital%20Transformation%20(DX)%20in%20Supply%20Chain%20Management%20(SCM)_J.pdf#page=9
（P.8)
SCM小委員会 ‘20~’25年度計画
3 https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/event/business_briefing/main/0112/teaserItems1/00/linkList/00/link/Business%20Model%20Transformation_J.pdf
（P.12)
  事業モデル変革による成長のドライブ

	記載内容抜粋
	【全社の重点指標】
（①P.13）
2.8. DX のゴールと重点 KPI 
DXのゴールは全社同一であるという考えのもと、以下の通り、全社の重点KPIを設定しています。
１）資本効率性の観点からROEとROIC
２）成長性の観点からオーガニック成長率
３）キャッシュ創出力を示すEBITDAマージン
４）従業員エンゲージメントスコア
５）コーポレートブランド価値

【個別活動の指標】
(1)SCM（②P.8) 
SCM小委員会 ‘20~’25年度計画
　2025年度　棚卸回転日数：70日、
コストダウン：60億円
(2)BMX（③P.12) 
事業モデル変革による成長のドライブ
　ヘルスケアとICT領域　2030年売上約1,200億円、事業利益約500億円を新規に創出。
(3)DX人財育成(①P.13）
　DX人財増強計画（KPI）
　ビジネスDX人財：200名(2025年度)　
　システム開発者：　200名(2025年度)
　データサイエンティスト：30名(2025年度)



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年　　11月　　6日


	発信方法
	機関投資家・アナリストを対象とした、決算説明会を開催し、「2024年3月期業績予想および企業価値向上に向けた取組み」を説明。資料およびその時の動画をホームページにて公開。
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/event/presentation/main/01111110/teaserItems1/00/linkList/04/link/FY23Q2_Presentation(with%20script)_J.pdf

	発信内容
	【活動進捗について情報発信】
取締役代表執行役社長最高経営責任者から、2023年11月6日に開催された決算説明会にて、ASV指標（旧重点KPI）の実績と予想を発信しています。この内容は、弊社取締役会の決定に基づいています。
（P.17)　Ⅰ-11．2030ロードマップ ASV指標



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　11月


	実施内容
	「DX推進指標」自己診断フォーマットを活用して課題を把握しています。IPAの自己診断結果入力サイトに登録済みです。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年4月頃　～　現在


	実施内容
	会社ホームページにて公開
味の素グループサステナビリティレポート2023
（P.128-129）
https://www.ajinomoto.co.jp/company/jp/ir/library/databook/main/00/teaserItems1/04/linkList/02/link/SR2023jp_all.pdf
味の素グループは、お客様の情報および会社の機密情報を厳密に取り扱うと共に、「情報セキュリティに関するグループポリシー」とこれに紐づく情報セキュリティ規程、各種の基準、ガイドラインを策定し、情報セキュリティの確保に全社を挙げて取り組んでいます。
各組織またはグループ会社において情報セキュリティに関するインシデントその他の緊急事態が発生した場合に、最高経営責任者まで報告がなされ、適切に対応できる体制を整えています。
味の素グループではゼロトラストネットワーク構想に向けた計画を遂行しており、2022年度は味の素（株）へのクラウドプロキシ（クラウド認証システム）の導入を完了しました。
また、従業員のセキュリティ教育を継続して実施しています。（全従業員へのeラーニングによる個人情報取扱ガイドラインの理解度テスト：3,369名（91％）、味の素(株) 役員•従業員を対象とした標的型メール攻撃対応訓練を年2回実施）
毎年定期的にセキュリティ点検を実施しています。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

